
外食やケータリング 「 」

（飲食設備）
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（売手）

《 軽 減 税 率 の 対 象 と な る 飲 食 料 品 の 譲 渡 の 範 囲 》
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キャラクターを印刷した缶箱にお菓子を詰めて販売していますが、この缶箱は、通常必要

なものとして使用される容器に該当しますか。 

飲食料品の販売に際して付帯するビニール袋、プラスチック容器、紙箱、缶箱等は、購

入者によっては再利用されることがありますが、通常、販売者は、これらの包装材料等を

自らが販売する飲食料品の包装材料等以外の用途（以下「他の用途」といいます。）に再

利用させることを前提として付帯しているものではないと考えられます。このため、キャ

ラクターが印刷された缶箱等であっても、基本的には、その販売に付帯して通常必要なも

のとして使用される容器に該当します。 

ただし、例えば、その形状や販売方法等から、装飾品、小物入れ、玩具など、顧客に他

の用途として再利用させることを前提として付帯しているものは、通常必要なものとして

使用されるものに該当しません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 

飲食料品に食器具等（弁当に付帯する割り箸や楊枝、スプーン、お手拭き、飲料に付帯

するストローなど）を付帯して販売する場合、これらの食器具等は、通常、その飲食料品

を飲食する際にのみ用いられるものであるため、その販売は、これらの食器具等も含め「飲

食料品の譲渡」に該当し、軽減税率の対象となります。 

 Ａ

 Ｑ あらかじめ、割り箸を付帯した状態で包装された弁当や、容器に接着する形で付帯して

いるストロー付き紙パック飲料の販売は、軽減税率の対象となりますか。 

飲用後に回収される空びんの取扱いはどうなるの…？ 

  下記≪取引イメージ≫のような取引の場合、卸売業者が、小売業者や飲食店等に対して清涼飲

料を販売する際に使用するガラスびんは、その販売に付帯して通常必要なものとして使用される

対象となります。 

ものであるため、清涼飲料の販売は、ガラスびんも含めて「飲食料品の譲渡」として軽減税率の

  他方、飲用後の空びんを回収する際に小売業者等に支払う「びん代」は、小売業者等から受け

た「飲食料品の譲渡」の対価ではなく、「空びんの譲渡」の対価であることから、軽減税率の対

象とはなりません。なお、「びん代」を売上げに係る対価の返還等として処理することも差し支 

えありません。 

  また、容器等込みで飲料を仕入れる際に支払い、飲料を消費等した後に空の容器等を返却した

ときに返還を受けることとされているいわゆる「容器保証金」は、消費税の課税対象外であるた

め課税仕入れに該当しません。 

【製造メーカー】 【卸売業者】 【小売業者】

飲料の販売（課税） 95 軽減税率
容器保証金（不課税）5 

飲料の販売（課税）120 軽減税率 

容器保証金（不課税）5 容器代金（課税）5 標準税率 

通常必要な容器としてビン
も含めて全体が軽減税率 

≪取引イメージ≫ 
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⑷  販売奨励金（リベート）  

事業者が販売促進の目的で課税資産の販売数量、販売高等に応じて取引先（課税仕入れの相

手方のほか、その課税資産の製造者、卸売業者等の取引関係者を含む。）から金銭により支払を

受ける販売奨励金等は、仕入れに係る対価の返還等に該当します。 

同様に事業者が支払う販売奨励金等は、売上げに係る対価の返還等に該当します。 

売上げに係る対価の返還等又は仕入れに係る対価の返還等については、それぞれその対象と

なった課税資産の譲渡又は課税仕入れの事実に基づいて、適用される税率を判断することとな

ります。 

したがって、その売上げに係る対価の返還等又は仕入れに係る対価の返還等の対象となった

取引が「飲食料品の譲渡」であれば、軽減税率が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

「販売奨励金」という名目でやり取りが行われるものであっても、例えば、「販路拡大」などの

役務の提供の対価として支払う（受け取る）ものは、軽減税率の対象とはなりません。 

注 意 

清涼飲料の自動販売機を設置している事業者が、飲料メーカーから受け取る販売手数

料（清涼飲料の販売数量等に応じて計算されたもの）は、軽減税率の対象となりますか。

 自動販売機の販売手数料は、自動販売機の設置等に係る対価として支払を受ける

ものです。 

したがって、その対価の額が販売数量等に応じて計算されるものであったとして

供」の対価に該当しますので、軽減税率の対象とはなりません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 

スーパーマーケットの物流センターに食品を納品している卸売業者が支払う物流セ

ンターの使用料等（いわゆるセンターフィー）（食品の販売数量等に応じて計算された

もの）は、軽減税率の対象となりますか。
 

 

です。

いわゆるセンターフィーは、物流センターの使用等に係る対価として支払うもの

したがって、その対価の額が販売数量等に応じて計算されるものであったとして

も、飲食料品の売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等には該当せず、「役務の提

供」の対価に該当しますので、軽減税率の対象とはなりません。 
 

 Ａ

Ｑ 

【卸売業者】 
【製造業者】 

販売奨励金（リベート） 

 飲食料品を販売 

（売上げに係る対価返還等） 

【軽減税率】 

（仕入れに係る対価返還等） 

【軽減税率】 

も、飲食料品の売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等には該当せず、「役務の提

　したがって、「飲食料品の譲渡」に伴いやり取りされる「販売奨励金」やいわゆる「リベート」

などは、その目的や性質等によって「売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等」であるのか、

あるいは「役務の提供の対価」として支払う（受け取る）ものであるのかを整理し、適用税率を

判定する必要があります。
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⑸  委託販売手数料  

 委託販売その他業務代行等（以下「委託販売等」といいます。）を通じて商品を販売する委託

者については、原則として、委託販売等に伴い収受した金額が委託者における資産の譲渡等の

金額となります。また、受託者に支払う委託販売手数料が課税仕入れに係る支払対価の額とな

ります（以下「総額処理」といいます。）。 

軽減税率制度の実施前における単一税率の下では、その課税期間中に行った委託販売等の全

てについて、その資産の譲渡等の金額からその受託者に支払う委託販売手数料を控除した残額

を委託者における資産の譲渡等の金額とすることが認められていました（以下「純額処理」

といいます。）。 

軽減税率制度の実施後においては、委託販売等を通じて受託者が行う飲食料品の譲渡は軽減

税率の対象となる一方、受託者が行う委託販売等に係る役務の提供は、その取扱商品が飲食料

品であったとしても、軽減税率の対象となりません。 

したがって、その取扱商品が飲食料品である場合には、受託者が行う販売と委託販売等に係

る役務の提供の適用税率が異なるため、委託者は、純額処理をすることはできないこととなり 

（参考）　受託者においては、手数料分を売上げとして計上する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受託者の処理 

【委託業者】 【受託業者】 【購入者】 飲食料品の販売 

10,000円 
税率８％ 

販売委託 

8,000円 
税率？？ 

「純額処理」となる 
売上2,000 税率10％ 

販売手数料2,000円 

税率10％ 

【委託業者】 
【受託業者】 

販売委託 

【購入者】 

8,000円 
税率？？ 

販売手数料2,000円 
税率10％ 

10,000円 

販売 

委託者の処理 

飲食料品の販売 

10,000円 
税率８％ 

「総額処理」となる 
売上10,000 ・ 仕入2,000 

   ８％      10％ 
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飲食料品のお土産付き

のパック旅行の販売 

飲食料品のお土産が付いているパック旅行は、様々な資産の
譲渡等（交通、宿泊、飲食など）を複合して提供されるもので
あり、旅行という包括的な一の役務の提供を行っていることと
なりますので、たとえ飲食料品のお土産が付く場合であって
も、その対価の全体が軽減税率の対象となりません。 

販売方法に応じて、軽減税率の

対象になるか判定が必要です。 

６
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適用税率


